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中国の経済改革と開放政策（II)

はしがき

I 経済構造の変化ーーー強蓄積経済から消費主導型

経済ヘー－

II 経済改革

田 岡つのIii;正路郎門0）深刻化

（以上，買ヨ2n主第7号）

IV 国際絞済と開放政策

結論

（以下，本号）

IV 国際経済と開放政策

第 I, II節で中国経済は構造的な変化をとげつ

つあることを述べた。また，第E節で経済がもっ陸

路は巨大な資金需要を生んでいることを述べた。

政府の新しい対外政策はこの構造的変化とばくだ

いな資金需要を満たすことを狙って立案されたも

のである。まず，対外貿易構造が将来にわたって

どのようなものになるかを検討する。

l. 闇民経済と対外貿易

まず，対外貿易の陪史からその特徴を描き出す

ことにする。

(l) 国民経済に占める対外貿易額は国際的にみ

て小さい部類に入るのしかし， 1970年代後半か

ら，その比率を拡大させつつある。とりわけ，経

済改革が始まった1979年からこの傾向が顕著にみ

られる。第20函でそれを示す。＠は輸出入合計の

総額， φは中国式国民所得額，いずれも名目で，

1957年を100としてその推移をみる。 1973,74年に

74 

日島 逸麗
し、ゥ

輸出入合計が急増しているのは，第1次オイルシ

ョックによる価格の値上り要因が大きい。 1979,

80年についても第2次オイルショックの価格要因

を考慮する必要があるが，個別品目をみても絶対

量の急増がみられ，国民所得の増加率をはるかに

陵駕するようになった。

その結果， GNPに占める対外貿易額の比震も

急速に大きくなりつつある。中国では資本主義国

方式の GNP統計を対象期間につき公表していな

いので，中国式の国民所得を分母にとった。それ

でみると， 1971年が最低で 6.2~：i:であった。これ
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中国統計出版社 29,395ページ。
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が1981年には18.2~：~まで上昇してヤる。ただし対

GNP比では11～13~';j:前後に低落しよう。一般に

アメリカ，ソ連，インドなどの大陸大国家はこの

比率が低い。 1981年の例ではアメリカが17.3お，

ソ連が12広，インドが14もなであった（白 I）。先進工

業国の西ドイツは49.6r，；：，イギリス4lt＇；；：，日本が

25.8も：~である o 中国は将来にわたって，この比率

を上昇させていくと思われる。

さらに，この結果，世界貿易出口総額に占め

る中国貿易出口総額の比率も増大してきている。

1970年が最低で 0.72 主なであったのが，間年には

1.231，－；：を占めるに至った位2）。

(2）成長率〈名前では対外貿易の方が中国式国

民所得より急速である。 J9日年から例年の32年聞

における国民所得の年成長率は7.H主であった。こ

れにたいし，対外貿易のそれは10.%fであった。

この聞を 2期にわけ，毛沢東時代と呼ばれる1978

年までの26年間と部小平時代と呼ばれる79年から

84年までの 6年間のそれぞれの成長率をみると，

国民所得では5.7むと9.n:f，対外貿易は 9.5院と

17. 3~·~fで，対外貿易の名目成長率の方が圧倒的に

高い。中国の統計では両者の実質成長喜界がとれな

い。国際経済のインフレ率と中国のインフレ率と

の蓋を考慮すべきであるが，現段階では資料の不

足のため調整できない。

この成長率から，中国式国民所得の名目成長率

iこ対する対外貿易の成長率係数は，毛沢東時代が

1.67，郡小平時代が1.78となるo

(3) 第7次5カ年計両（1986～90年）における中

闘の対外貿易を上記の数値を－）か引て推計すると

次のようになる。 1985年9月の中I！！共産党代表会

議で， 1990年の工農生産総額の目標を80年の2倍

にすることが決められた。年率7.2訟の成長であ

る。これは，国民所得でほぼ6.H；；：の成長となる。

中国の経済改革と開放政策（II)

これに先の郡小平時代の対外貿易成長率係数を乗

ずると，ほぼlH立がえられる。予測は次のように

なる。

1984年

1985年

1986年

1987年

19鴎年

1989年

1990年

536.3億ドル＊

595.3** 

660.8 

733.5 

814 

903.7 

1,003 

（＊実績： 『中国経済新

聞』 1985年2月18日。

料実績値は696.2億円h

「海関統計」〔『中間経

済』 日本貿易振興会

1986年3月号〕 165ペ

ージ）。

1984年は輸入が急増し， 85年は輸入抑制にとり

くんでいるので， 84年のベースが大きすぎるかも

知れない。したがって， 1990年は 950億ドル前後が

妥当と考えられる。

(4) 対外貿易の成長は国民所得のそれよりはる

かに変動幅が大きい。第21図にこれを示す。 1971

年までは，対外貿易の成長率変動は国内物的純生

産の成長率変動とほぼ連動して動いていることが

第21図 貿易と国内物的純生産の成長率比較
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（出所〉第20図と同じ。 1985年は『人民日報』 1986
年2月29日。
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第22臨貿易収支
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（出所〉 第20図と同じの

読みとれる。しかし， 1972年以後の両者の苦手Jきは

相関度が稀薄になっている。行政的γ附与という要

素が強く働いていると考えられる。

しかし，全経済の変動から貿易盤を数年以上も

~離させ続けることはできないことが，第22凶か

ら読みとれる。これは貿易収支を図示したもので

ある。 1978年から 3年間の大幅赤字は，華国鋒時

代の「洋躍進jと言われた時期で，大量のプラン

トを導入した。しかし， 3年間しかもたなかった。

1981年から輸入の緊急引き締め政策を行ない，貿

易パランスを凹僅させた。そこで1981～83年の 3

年聞は大幅な黒字を記録するが，やはり 3年しか

統かなかった。黒字をパランス化する力が働いて，

1984年は赤字に転化した。

対外貿易におけるこの変動幅の大きさは，今後，

漸次減少してゆくものと思われる。

76 

2. 貿易量および商品構造の予測i

商品貿易構造を輸出入の両面で将来大きくかえ

る商品グループ。を取り上げて分析する。

(1) 輸出

輸出額の名目年成長率は1958～例年 27年間で

10.8(;;, 79～84年の 6年聞は17.7伝であった。新

しい貿易政策をとり始めた部小平時代の貿易の伸

びが，その前と比較していかに大きく変化したか

を示す数字である。

輸出耐の商品構造の変化を第23図で示す。 1950

年代から60年代の中期までは，農産物およびその

加工品と繊維製品が輸出の大宗を占めていた。

1960年代末から石油輸出が飛躍的に伸び， SITC

分類による一次産品のうちの大きな地位を占める

ようになった。しかし， 1970年代の後半には石油

輸出は停滞し始めたo部小平時代に入ってからの

第四図輸出商品構成
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大きな変化は，機械類の輸出が急速に増大し始め

たことである。 1980年は全輸出に占める比がわず

か4.7主主であったのが， 83年には15i:＇：＋近くを占め

るようになっfこ。

建国後一貫して重要な輸出品目は繊維製品であ

った。その構成比は1957年17.7お， 65年20.liti:, 

75年17.91i:,1-,83年18.Si＇：＋である〔注 3）。この品目の

重要性は今後も引き続き存在する。しかし，中国

の輸出商品構造のなかでますます増大していく品

目ではない。同品目の比率はむしろ相対的には低

下してゆこう。これから10年聞はおそらく 15～17

2弘前後で推移するものとよ予想される。なぜなら，

これまでの繊維輸出の名H成長率は195お～例年で

年率11.5お， 79～84年で14.9i！；であるからだ。

また，石油の輸出増はあまり期待できない。数

量的には園内生産の停滞と閣内需要の増大による

からである。国内生産は1978年に 1億ト／の大台を

超えたが，それ以後ほぼ停滞し， 85年に若干の増

産があって 1億2000万九に到達した。また，価格

中間の経済改革と開放政策 CII) 

函では国際的に低落傾向にあるからである。

これらにたいし，大きな変動要因になるであろ

うと予想されるのが機械類，農産物の輸出である。

したがって，この2品目と輸出構成比が大きい繊

維輸出を以下で個別的にとりあげて検討する。

Lイ） 機械類輸出

第24図でみるとおり， 1980年までの総輸出額に

占める機械類の輸出構成比は，中国の場合，日本

・アジア諸国のそれと比べると，著しく低い。タ

イとほぼ同じである。この比率が先に述べたとお

り， 1980年から急速に拡大した。今後，機械類輸

出がどれだけ伸びるかは，基本的に輸出競争力と

国内需要の動向に依存する。そこで，圏内の機械

生産体制の分析をとおして，輸出予測を行なう。

機械類輸出のなかで重要なのは，自転車，テレビ

など量産型の耐久消費財であるから，これをとり

あげる。

この分析のために，日本機械工業振興会経済研

究所が開発した分析方法を借用する。同研究所は

70T(%) 

第24図機械類の輸出構成比
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を変形して
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1968年に『量産水準と国際競争力』という題名の

研究成呆を出版した。これは， 1950年代末から60

年代前半における，オートパイ，ミシン，カメラ，ラ
.. 1 

一一・M
- 寸－.－m

H y 

ここで， K：資本， L：労働，

y K 
L L 

日本のテレビなどの量産型耐久消費財の，ジオ，
M：材料投入量。

1 
M 
y 

は材料原単位の逆数である0 ~.写とMーの 2 項
-- y 

を実測し，当時の先進工業国より，日本のそれらが

笠は設備機械・材料装解，したがって，
コップ＝ダグ

ラス型生産函数やソローの技術進歩係数のモデ、Jレ

は資本と労働の投入と生産性との関係に着目して

いるが，同研究所の作業はこの爾数に修正を加え

た。修正モデ、ルはつぎのとおりである。

輸出競争力を分析したものである。

日本の量産型機械工業の発反第25図

（万台・個）
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第26図 i翠気織械輸出額の間際規模比較
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（出所〉第25図と閉じ。

第27殴輸送用機械輸出額の国際規模比較
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〈出所〉 第25留と同じ。

中国の経済改革と開放政策〔II)

当該期間において，急速に低下することに成功

したことをつきとめた。その結果，日本は労働生

産性を急速に引上げ，国際競争力をつけることに

成功したと論証した。技術的にみるならば，材料

革新と工程革新を，当時の先進国に先んじて行な

ったととが，成功の原因であるという。結論とし

て，量産水準が年間 100万個に達して以後，当時

の先進国の競争力を打ち負かして，輸出が急伸し

ていることをつきとめた。第25, 26, 27闘にそれ

を示す。

この分析方法は，中国が発表する資料の範囲で

は，そのまま適用できなヤ。それで，この結論を

考慮に入れて，他の関係資料からおおよその推測

を試みよう。

第28闘は中国の量産型機械工業製品の生産推移

を示す。この図から次のことが読みとれる。自転

車，ラジオ，ミシン，時計などの第1グループは，

1950年代末から60年代前半にすでに 100万個の量

産規模に到達し， 80年には1000万～3000万個とい

う巨大な量産体制を確立した。テレビ，テープレ

コーグー，カメラ，扇風機，洗濯機，などの第2

グルーツαは1970年代末から生産力は直線的に急増

し，数百万から1000万台の生産に遣した。第3グ

yレープの冷蔵庫，工作機械， トラック，ハンドト

ラクターなどは10万～50万台の量産体制に到達し

たが，生産は必ずしも安定的に増大していない。

以上の生産動向に対応して輸出がどのように変

わったかを第29図で示す。この図からは次のこと

が読みとれる。第1グループはすでに，数十万か

ら150万台規模の輸出産業として確立し，輸出量は

安定的に用大している。このグルーブ。の一つ目覚

し時計（alarmclocks）は600万～10007f1闘の輸出規

模をもっにいたった。第2グループ。は輸出され始

めたがいまだ輸出産業として定着していない。第
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量産型機械工業製品の輸出
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3グノレーフ。は輸出はされているが録的に少ないう

えに，安定的でない。

以上の情況を J 葉の図にしたのが第30図であ

る。この関の縦軸には生産最をとり，横軸に輸出

量をとった。第1グループの自転車とミシンにつ

いては， 1980年代に入って，その生産と輸出が比

較的安定的に推移していることが読みとれる。自

転車は量産水準により，三つの段階に区分でき，

中国の経済改革と開放政策（II)

ミシンは四つの段階に区分できる。これは，生産

過程のイノベーションと国際競争力において，あ

る段階的な発展を示唆するものと解釈できょう 0

2番目に読みとれる点は第2グルーフ。についてで

ある。第2グループ。の輸出量資料が1982,83年の

2年間しかえられないので，確信をもっては言え

ないが，生産開始から歴史が短いにもかかわら

ず，生産量に比して輸出比率が比較的高いこと，

第30図 量産担機械工業の生産と輸出
6,000，（万台・倒）
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すなわち傾斜が下方になるく出ている点である。

この現象は，第1グループ。の1950,60年代前半に

ついてもあてはまる。これは次のように解釈でき

るかもしれない。すなわち，第1グループの園内

生産が確立する以前の段階では，輸出比率は比較

的高いが，園内需要の拡大にともなって，これは

低下し，園内の普及率がある段階，たとえば40～

50~：i: に達すると，国内需要を満たしつつ，輸出産

業として確立し始めるという仮説である。

この仮説が中国の量産型機械産業について確実

に言えるか否かは，もう少し他の関係要素を分析

しないと結論は出せない。日本の場合は量産水準

が100万台というのが輸出が急増するか否かの一

つの基準であった。しかし， 1980年代の中期とい

う時代的な相違，競争相手国が先進工業国のみな

らず，アジア NICs諸国も存在するという新しい

条件，さらに，中国の圏内の巨大な市場の存在な

どを考慮に入れないと，結論は軽々には出せな

L、。

転車｜

品目！椋1主
215.1 I 5.8 I 
290.5 I 7.0 I 
312.0 I 7.1 
463.8 ' 9.3 
531.3 i 10.2 
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にもかかわらず，第2グループ。の品目の将来の

輸出可能量の推測を行なうには，国内普及率40～

50おで，輸出産業として確立するという仮説を根

拠にしたい誘惑にかられる。そこで，生産量と輸

出量および普及率につき資料がえられるテレビに

ついてこの仮説に立脚して，予測を試みてみよ

う。第6閲（本誌前号8ページ〕でみたように，テ

レビの世帯普及率は1984年に30~'::i: となった。国内

生産996万台，輸入118万5000台で，この 1年間だ

けでじっに1110余万台が普及した。 1985年のテレ

ビ輸入量は474万台という巨大な数にのぼった。

現在の全国世帯数は2億2000万，このうち6600万

世帯に普及した。 1992年ごろに人口はほぼ 11億

人， l世帯3.9人として，世帯数は2億8200万。

この50t＇立にテレビが普及するとすれば， 1992年の

テレビ保有量は 1億4100万台となる。白黒テレビ

からカラーテレビへの転換などを考慮すると，年

間15似）万台ずつ普及させていって，ほiまら年間で

sor,i:近い普及率となる。 1990年前後に輸出比率が

第3表景産型機械

1984年： 『人民日報』 1985年3
1986年3月1日。
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上昇し始めるとし、う推論がえられる。

第3表に各量産型機械の輸出比率を掲載してお

いた。テレビについては， 1983年で4.%',j:である。

1990年前後までは，輸出比率はほぼこの程度で進

むのではないか。それ以後は，この比率が少しず

つ上昇しよう。かりに， 1990年に2000万台という

巨大な生産量に達し（日本の1984年のテレピ生産量は

1440万台〕，輸出比率が5i:"j:とすれば，約100万台

の輸出が考えられる。

第2グソレープの機械類がテレビと同じように推

移するとすれば，このク守ルーフ。の輸出は1990年代

前半｝こ世界市場で大きな部分を占め始めることが

予想される。

第2グループより技術的に複雑な第3グルーフ。

が本格的に国際市場に参入するのは，それよりず

っとあとになろう。

（ロ）農産物輸出

農産物輸出についてはいくつか明るい材料が生

まれている。 1979年以後の生産の増大はきわめて

の輸出比本

中国の経済改革と開放政策（II)

大きく，基本的に国内需要をみたすようになった。

第31図に， 1985年までの実績と農業生産目標を，

80年100をとして描いた。

この図から 3点が読みとれる。第1点，1979年か

ら84年の6年間はそれ以前に比較して主要農産物

の生産増大は急速であるO 1953～78年と79-85年

間の生産量の年実物成長率を比較すると，食糧作

物は2.4広， 3.4~＇.言，綿花は 2 伝， 15.2~："j:，油料作物は

0.8 ti:, 14.6広（ただし， 79-84年の6年間の年率〉，

肉は3.6広，9.fi~＇＊である。食糧作物は 1f；；：上昇し，

経済作物，肉は飛躍的に発臨していることが知ら

れる。すなわち，食糧生産中心の農業から，経済

作物や畜産重視の農業構造の変化を果たしつつあ

ることが知られる。

第2点，綿花は1982年に作成された2000年まで

の目標を突破してしまった。

第3点， 1982年作成の2000年までの目標は，動

物性蛋白と経済作物を重視する政策が基調であ

る。第1点で説明したとおり，政府の予想、より急

（単位： I，α）（）台・個〉
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中関の農業生産動向と2（削年の目標（1980年＝100)第31図
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〈出所）第却図と同じ。 1984年は永津憲明「農業生産動向」 （小島麗逸ほカ•ll'1984年の中国農業』 日中経済協
会 1985年〕 52ページ， 1985年は『経済日報』 1986年3月1日より， 1985～2（削年は田嶋俊雄「農業」（石
川滋・小島麗逸・関口末夫共編『中国経済の中長期展望』日中経済協会 1984年〕などより作成。

えられないが， 61年から中国は一貫して農産物純

輸入国であった。 1982年には43償却00匂万ドルの輸入

額であゥたのが， 85年には， 15億7000万ドル前後

に急減した。これは売の対usドル引下げの要因
しかし実物量においても輸入量が急減し

ている。

もある。

スピードでこの政策が実現されつつある。

以上のような農業生産構造の変化を背殻に，農

産物の対外貿易はどのように変化しつつあるか。

第 l点， 1983年から中国は農産物貿易で，純輸

入国から純輸出国へと転化した。第32闘でそれを

みる。 1981年以前の中国の農産物輸入総額資料は

84 



1986080087.TIF

4,000 

3,000 

2,00 

1,00 

第32殴中関の農産物輸出入（名目〕

(100万us~ Ji,) 

一一輸出

ー翰入

fZZ:l農産物貿易
の純輸出幅

1970 72 74 76 78 80 82 84年

（出所） 輸出一一1970～83年：第23凶と同じ（1985
年版 IV-7ページ〉， 1982年：中華人民共和国

海濁総署主編 f中濁海関統計』 1984年第3号香
港経済導報社出版 1984, 85年：小林照直「農産
物貿易統計J （小島翠逸編 lf'1985年の中国農業』
日中経済協会 1986年） 226ページ。
輸入一一1982＂下： 『中国海関統計』（向上号），
1983～85年：向上書 1985年第4号（1～9月の
実績額を年額に修:if）。
（注〉 1981年までの農産物貿易統計は出版されてい
なu、。 1982年以降の統計は中国元で，海関統計中
に公表されている。この額を年末のドル・元交換
比率でドルに換算した。 1981年以前と以後の農産
物概念は異なっているようだ。中国は1982年から
SITC分類を採用している。

第 2点，実物量の輸入減と輪出増を第33図でみ

よう。この閣は穀物の輸出入を示す。 1979年以

後，農産物の供出価格を引上げると同時に，強制

供出政策を緩和した。このため，一時的だが，政

府の食糧掌握差是は増大しなかった。さらに，文化

大革命中に謹村に下放してし、た青年たちが出身の

都市に帰った（1978,79年に約2000：；ら人〉。これらの

中国の経済改革と開放政策（II)

第33図穀物生産と貿易および人口

（指数J,260
一一人口の増大（1952年＝100，右目盛） 〈

(100万トン）一一穀物生産(1952年ニ100，右目盛） / 1220 
20r f～J 

18 

14 

12 

IO 

8 

6 

一一穀物輸出（左目盛）
．一穀物輸入（左目盛）
IZ3純輸入
IIIlJ純輸出

j 
140 

100 

（出所）輸出入一一ー1950～83年：第23図と同じくIV
・・・88, 118ページ）， 1984年：小林照直「農産物貿
易統計」（小島麗逸編『1985年の中国農業』 日中
経済協会 1986年） 226ページ， 1985年：『北京周
報』 1986年1月7日号 40ページ。
穀物生産，人口一一第20図と同じ資料より算出。

急増人口に食糧を供給するため，穀物輸入が急増

した。 1982年にはじつに1612万九が輸入された。

しかし，圏内生産の発展に伴い， 1983年には1344

万トン， 84年には1045万トン， 85年には 554万トンへと

急減した。これにたいし，輸出は1983年の 115万

んから， 84年は319万トン， 85年には905万九へ飛躍

した。食糧輸出のなかで最も重要なのがトウモロ

コシで， 1983年はOであったのが例年に95万トン，

85年は 615万九へ急増した。

綿花も顕著な変化がみられる。輸入の過去最高

は1980年の90万トンであったのが， 83年は22万トンヘ

急減した。他方，輸出は1982年までほぼOであっ

たが， 83年に6万8000トy，例年19万九， 85年は33

8ラ
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万5000トンへと急増した。

このような輸出の増大が一時的な現象ではない

ことに着目する必要がある。 1978年から中国農業

は構造的な変化をしつつあり，圏内需要構造も同

様に変わりつつあることを理解しておく必要があ

る。

このような国内の農業生産の発展と農業構造の

変佑を背景に，政府は，将来にわたって中国の一

部地域を国際経済のなかに入れ込もうとする政策

をとり始めた。具体的には，珠江デルタ，福建省

の南部，長江デルタの3地域の農業を，農産物輸

出基地に育成する政策を採用し始めた。さらに，

山東半島，遼寧省の遼東半島も，同様な地域とし

て育成しようとしている。

以上の分析から，中国が近い将来に農産物輸出

国として，国際農産物市場に登場する可能性が次

第に大きくなることが予想される。 1972年（71～

73年の平均値〉と82年（81～83年の平均値）の農産物

の輸出額はそれぞれ13億7000万九， 34億8000万九

であった。この10カ年間の名目年成長率は 9.8~~ぷ

であった。上記の 2点を考慮に入れれば，価格上

の大幅な変動がないかぎり， 1990年までの名目年

成長率は10～12おと予想、できょう。中間の11も立を

とると， 1990年の予想、輸出額は80億ドル前後になる

と推計される。

け繊維製品輸出

中国の総輸出のなかで，繊維製品輸出は最も重

要な地位を占めてきた。最高は1961年の35.2~';i:.

70年は21.4t".;., 80年は18~＇＊を占めた。その重要度

は相対的に低下してきたが，今後も依然として重

要な地位を保持し続けると思われる。また，保持

できる競争力をもち合わせうると考えられる。

第4表tこ，繊維製品内部の， 1972年（71～73年の

平均値〕から82年（81～83年の平均値〕に至る 10年
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第4表 1972～82年間の各繊維製品の輸出年成長率

成長率（%）

生糸（機械製）
綿布
化繊綿布
毛布
綿糸

実物最
実物量
実物最

ト主務量 l

繊維製品全体 ｜価値観 i
｜価値額｜

毛織物 ｜価値額｜
絹布・絹製品 l実物量 l
衣目艮類 ｜価値額｜
混紡織物 1実物量｜

2.63 
3.26 
5.1 
7.4 
9.48 

15.6 

15.84 
17.9 
20.83 
24.6 
28.7 

（出所〕第23図と同じ（N-92～93ページ）。

聞の名目年成長率を掲載した。繊維製品全体の成

長率は15.6~~；：であった。成長選手が全体のそれより

高いものは，メリヤス 15.84 f,j:，毛織物17.9主な，

絹布類20.83お，衣服類24.6~九綿化織の混紡織

物2s.n:1-である。低いものは，糸類や綿布であ

る。すなわち， 1972年から10年間，付加価値が高

い製品の輸出成長率が高いことが知られる。これ

は，国内繊維生産構造の高度化を示すと同時に，

付加価値が高く加工度の多い製品の国際競争力が

徐々についていることを示していると理解できょ

う。中国は国際繊維製品市場で，将来にわたっ

て，初次加工品から高度加工品の輸出国として，

ますます大きな地位を示すものと思われる。

以上の考察から，繊維製品の名目年輸出成長率

は15.6むより高くなろう。 16~＇，；：として 1990年まで

を推計した。

1972年の3カ年移動平均値が8億8600万日で，

82年の同値が37億8000万ドル， 90年は124億凡と予

想される。

(2）輪入

1985年の輸入総額は422億6000万ドルに達し，前

年よりじつに54.2おも急増した。これはテレピを

中心とした耐久消費財と自動車の盲目的と思われ
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るほどの大量輸入が行なわれたためである。この

ため，輸入の年平均成長率を算定するには， 1985

年の単年の輸入額を採用しない方がよい。 1952,

78，例年の各基準年の輸入額の 3カ年移動平均値

をとって，輸入の成長率（名目〉を算出する。 1953

年から78年までの26年間と， 79年からお4年の6年

間の名目年平均成長率を算出すると，前者は8.9

（，＇~｝·，後者は 18t立となる 0 :12年間の通算平均成長率

は10.6店＇；；：である。

10.6むを採用して，第7次5カ年計阿（1986～

90年〉期間の輸入を予測すると次のようになる。

19唱5年 335.7億ドル＊ （＊実績値は， 42:J.6億ドル

1986{f 371.3 〔『人民［］幸1.U19so1r2 

1開，7cfj'二 410.6 JJ29H〕）o

1988年 454.1 

1989｛ド 502. :~ 
1990年 555.5 

商品別で重要なのは農産物，中間財， 7•ラント・

機械類である。

何） 農産物輸入については，今後それほど増大

しそうもないことはすでに述べた。

（ロ）今後，輸入が確実に安定して増加するの

は，中間財である。これはすでに第四国（本誌自IP}

22ページ）で鋼材，プラスチック，木材などについ

て述べた。中国の公表統計から，工業原材料－の輸

入の増加率を1973～82年の10年聞について算出す

ると，金額ベースで年1n:i:c名目〉となる。基準年
の1972年値および82年値はいずれも 3カ年平均値

を採用している。 I訂j期間の総輸入額の名目年平均

増加率は18.5~'~; -c', Iまぼ，中間財輸入額のそれに近

い。これは，この聞に食糧を中心とした生活資材

の輸入が急増したのでこのような紡巣がけiた。

産物輸入が相対的に減少することが予想、されるの

で，中間財の輸入の増大卒は上昇しよう。したが

中国の経済改革と開放政策（Il)

って，先に予測した輸入の増大とほぼ並行して推

移するものと思われる。

川商品別輸入のなかで変動が大きいのはプラ

ント・機械類の輸入である。第34図は過去の中国

の輸入品目のなかで，プラン卜輸入に着目して描

いた図である。過去35年間に，プラント輸入の大

きな波は4回あったことが読みとれる。 1950年代

は総輸入のなかで，ほぼ55~；；：がプラント輸入によ

って占められた。 19印～61年の経済恐慌期にはそ

れが急減したが， 66～70年の第3次5カ年計画期

をめざして， 65～68年に第2の波， 70年代前半に

第3削闘の波があり， 81～85年の第6次5カ年計

嗣期用の建設をめざして， 79～81年に大量のプラ

ント輸入が行なわれた。同期間中のプラン卜・機

械翻輸入額144億4000万円レのうち，プラントはじ

つに69億ドルに達 L,11乙。華国鉾政権の「洋躍進政策」

第34図輸入商品構造

（出所）第23図と問じ（IV-10,11ページ〕。
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としてのちに右派から批判された政策である。

過去4回の大きな輸入の波は大方，前期の5カ

年計画の末年から，当期の5カ年計画期の前半に

集中しているのが特徴である。これは当期の5カ

年計画の重点プロジェクト建設のために，必要プ

ラント購入を前半に行なう必要があるからであ

る。重点プロジェクトの進行に伴ハ外貨不足に

撞着し，輸入の引締めが行なわれるという一種の

循環を繰り返してきた。

しかし， 1984,85年は従来のこの循環を大きく

かえた。との2年間は，消費拡大を基調とする全

体の経済政策と輪入権限の一部を下部におろすと

いう経済改本により，テレピと乗用車を中心とす

る耐久消費財の大量輸入が行なわれ，外貨不足に

陥った。 1985年から86年の3月までめぼしい大型

プラントの輪入契約はなされていない。菜園鋒政

権時代の大型プラント導入を，経済力を超えた「洋

躍進jとして批判することで権力を掌握した郡小

平政権は，新規の大型プロジェクトの建設より，

既存設備の技術改造に重点をおく政策を採用して

いるためである。しかし，既存設備の稼動力の向

上では生産力の大々的な発展はみられない。これ

が，中間財の輸入をこの2, 3年急増させている

原因である。たとえば鋼材については， 1983年に

は978万ト：.，， 84年には 1332万九という巨大な最を

翰入するに韮っている。

以上の考察から，第7次5カ年計画期（1986～90

年〉の中期から後期にかけて，次の飛躍のために，

大型プラントの導入を再開しないと， 90年代初期

の生産力の浮揚ーに支障をきたすと予想される。す

なわち，第5渡のプラント導入期が1988,89年に

は訪れると予想される。

3. 翼易の地域構造

中国の対外貿易相手国を， OECD諸国，社会主
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義諸国，第3世界の三つに分ける。この3地域に

たいし， 1960年代， 70年代の中国貿易は，対社会

主義諸国では収支ほぼ均衡，対OECD諸国とは大

幅な赤字，その赤字を対第3世界との大幅黒字で

支払うという構造であった。中国は1978年から開

放政策を採用し始めた。それ以後， 1985年まで貿

易地域構造にはどのような変化が発生したか。

(1) 基本構造は不変でかつ拡大再生産

1：記の基本構造は不変で，さらにその構造を拡

大再生産している。第35図で示す。 1973年から77

年の文化大革命の後期に，対 OECD諸国との貿

易赤字額と対第3世界貿易の黒字額は次第に増大

している。 1978年からこの傾向がさらに著しくな

っていることが読みとれる。対 OECD諸国との

貿易赤字は1981年には65億6000万ドルに達した。こ

れは，華国鋒時代の過大なプラント導入契約によ

る。 1981,82年と強力な輸入引締め政策が採用さ

れ， 82年に赤字幅は縮小するが， 83年には再び拡

大した。 1984,85年は主に日本からの資本財のみ

第35図 中国貿易の地域構造
（憶usドル）
80 

黒

字
－E
E
E
F－－
 Aυ FO
 

,o 

20i 

．・・・－－.地

社会主幾諸国

-20: 
赤

-401- 字

一ω

1970 72 74 76 78 

（出所〉 第23図と同じ資料より算出。
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ならず，テレピ，自動車を主体とした大量輸入で再

び大幅な赤字を記録し， 85年前半から引締めtこ入

ったことは周知のとおりである。要するに，開放

政策は OECD諸国からの輸入増傾向を従来にも

まして強2めているといえよう。

第3世界へは，この赤字幅の増大に比例して，

輸出ドライブがかけられ，大幅な黒字を記録して

いる。 1981,82年はそれぞれ82億凡， 83億60伺万

乍に達した。すなわち， OECD諸国からの輸入が

増大すればするだけ，第3世界への輸出が強行さ

れるという傾向が読みとれる。

中国は1960,70年代，「輸出で輸入を賄う」という

基本政策を採用してきた。これは毎年基本的に輸

出で取得した外貨の範囲で輸入を行なうという政

策である。第22鴎でそれを示した。 1974,75年に

2年連続赤字が発生し，この政策に，変化の兆し

がみえはじめた。この両年は文革左派と文革右派

との政策闘争が最も激しい時期であり，左派から

赤字幅増大を生む貿易政策が「洋奴主義」と批判

された。華圏全集時代に入って，先進資本主義国か

らの輸入が急増したのが1978年以後である。 1978

年から 3年間，連続して大幅な貿易赤字を記録し

た。これは1956年以後初めての事態である。この

赤字を生む政策が華国鋒政権の瓦解のー要因とな

り，拘：び従来の基本政策への回帰がみられた。

すなわち， 「輸出で輸入を賄うJという基本政

策は毎年基本的に黒字をもっという政策から 2～

3年の範囲の連続赤字が発生することを許容する

政策へと若干の変化がみられると言ってよかろ

う。しかし， 1985年前半からの引締めをみると，

4-5年間の連続貿易赤字を許容するまでの変化

はいまだみられないと結論できる。

(2) OECD諸国への輸出の急増

OECD諸国からの輸入が急増すると，第3世界

中国の経済改革と開放政策（II)

への輸出ドライブがかけられるという基本的ノξタ

ーンがあるにもかかわらず， OECD諸国への輸出

も増加していることは注目すべきである。第5表

にそれを示した。

第5表は 1971～73年の平均値をとった72年か

ら，日I～削年の平均値をとった82年のIO年間で，

各貿易対象地域別に輸出入が年率どのくらいで成

長したかをみたものである。 OECD諸国に対する

輸出が年率21.3r,i:c名目〉である。第3世界への輸

出成長率よりも高い。主として，繊維製品と石油

の対日輸出の増大がこの成長に寄与している。

(3) 開放政策とともに対香港・襖門輸出による

外貨黒字の相対的縮小

先に，中国は第3世界からばくだいな外貨を稼

いでいると指摘した。この内容を分解してみたの

が，第6表である。第3世界から三つのグループ

をとり出した。香港・襖門，シンガポール，産油

国である。産油国をとり出したのは，第1次，第

2次オイルショ、yク以後，所得の増大した産油国

が中聞からの輸入をとくに増加させたか否かを知

るためである。

この表からいくつかの興味ある点が読みとれ

~5表中国の対外貿易の発展

(1972年と82年の対比〉

貿易相手国

総事会出
対OECD諸国
対社会主義諸国
対第3世界
うち対香港・漢門

18.5 
21.3 
4.6 
20 
18 

R
3
 
襖

国
国
・

諸

諸

港

D
義
界
香

C
主
世
対

入
E
会
3
ち

輪
一
則
…
鶏
ぅ

総 18.3 
19.8 
9.4 
19.5 
37.2 

（出所） 第23図と同じ資料より作成。
（注〉 1972年額は， 71-73年の移動平均。 1982年額
は， 81-83年の移動平均。
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第6表 中国の第3世界からの外貨取得

開：~；°.o~模型~.：！~呼鶴霊一前3輔の個別的l 内訳
香港r司・｜シンガ｜産油国
襖 ｜ポーyレ i
%（%）（%）  

1970 784.3 84 72 7.2 4.8 
1971 846.6 86.4 73 9.1 4.3 
1972 959.4 97.9 86.6 7.3 4.1 
1973 2,043.5 72.7 67 2.9 2.8 
1974 1,923.8 82.2 73.8 3.1 5.2 

1975 2,299.7 81.5 70.2 8.8 2.5 
1976 2,286.9 88 74.7 6.3 7 
1977 2,207.0 94 80.5 5.7 8 
1978 3,037.2 94.6 80.9 6.6 7.1 
1979 4,107.1 86.4 75.8 4.7 5.9 

1980 5,251.3 82.6 72.1 6.2 
1981 8,223.5 63.1 50.5 5.5 7.1 
1982 8,359.8 57 46.3 5.6 5.2 
1983 7,730.4 64 52.6 5.6 6 

〈出所〉第23図と同じ資料より算出。

る。まず，第3世界との貿易黒字はこの3地域グ

ループとの貿易で，その80～95~~1：が実現されてい

ること。さらに，そのなかで，香港・漢門への輸

出黒字が大部分を占めていることが知られる。次

iこ， 1981年から，これら 3地域への輸出黒字の相

対比重は急速に低下し始めている。その主要な原

悶は対香港・襖門輸出の黒字幅の相対的低下に

ある。第5表の最ド行でみるように，中国の対

香港・襖門輸入は， 1972年から回年の10年間，年

率にして名目で37.2ぶという著しい上昇をみてい

る。とりわけ， 1981年から急増した。 1981年とい

えば， 78年に，深刻i特区の設立が決定されて以

後，建設が本格的に行なわれ始めた年である。特

区建設が香港・I奥同地区からの輸入需要を増大さ

せ，これによりこの地区との貿易では中国の外貨

黒字幅が相対的に低下したことを意味する。

三つ目の点は，シンガポールと産油国クゃループ

からうる貿易黒字は安定している点である。それ

ぞれ，数ノf一セントである。

以上の点から， !=fl国の対第3世界貿易黒字は，
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1981年から上記の 3地域からえられる黒字が相対

的に低下し，これ以外からの貿易黒字取得が増大

していると結論できる。特区建設は香港・襖門が

それまでもっていた外貨黒字取得の重要性を減少

させつつあるといえよう。したがって，外貨取得

面からみると，特区経済がいっこの傾向に歯止め

をかけ，従来の香港・漢門がもっ中国の外貨獲得

基地としての重要性を回復できるか荷かが重要な

みどころとなろう。

(4) 対社会主義諸国貿易の重要性の相対的低下

部小平体制のもとで，中国共産党はソ連・東

欧との従来の非友好関係を改善する政策をとり始

めた。その政策は，文化・経済面の交流を活発に

することから実行に移されつつある。東北地方の

県竜江省はすでに中ソ貿易を積極的に行ない始め

ている。しかし，対外貿易でみるかぎにソ連・

東欧の貿易相手国としての重要性は， OECD諸国

や第3世界の重要性に比較すると，少なくとも

1983年まで，むしろ低下していることが知られ

る。第36図でそれを図示する。輸出占拠率では，

1971～1a年が全体の20も立であったのにたいし， 81

～83年では 5.8~＇，，"j:へ，輸入では11.n;i:から 8 ~＇，，"j:へ

とイ氏下している。

中ソ対立以後，中国のソ連・東欧貿易はつねに

収支がパランスする政策がとられてきた。この基

本方針は， 1982,83年でも変化がみられない。こ

の方針の大きな変更は近い将来起こらないだろう

と予想される。

以上の諸傾向を基礎に1990年までの中国貿易の

地域構造について次のように営えよう。

( i ) 中国の輸入相手は従来と基本的に変化な

く推移しよう。若干の変化は，経済特区につ

いて，香港・漢円からの輸入増大としてあら

われよう。
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中国の経済改革と開放政策（II)

第36図対外貿易相手間の変化（1971～73年と81～83年の比較〉

中閣の輸出

（出所〕 第23図と同じ資料より算出。

(ii) 中国の輸出棺手国は， OECD諸国と第3

世界が重要な役割を巣たしていくが，そのな

かで，とりわけ，第3世界の香港・襖門地区，

シンガポール，産油国を除いた諸国にたいす

る輸出の比重を強めていくことになろう。

4. 経済特区は外貨獲得基地に成長しているか

1978年，中国共産党は四つの経済特区の設立に

踏み切った。 1984年4月には，海南島と14の沿岸

都市を開放都市とした。この政策の主裂な狙いは，

第1に外国資本の導入，第2に先進技術の導入，

第3に外貨獲得基地の育成，第4に導入した先進

技術の国内への移転，第5に外国経済情報の収集，

の5点にある。ここでは，第3の外貨獲得基地と

しての経済特区の機能のみをとりあげる。比較的

資料がととのっている深担iiについて検討する。た

だし，深:!JJIでも1983年までの資料が主で， 84,85 

年の関連資料はほとんどえられないので，分析に

は限界がある。

1984年の後半から全国の輸入が怠増し，外貨保

有量は急減した。 1984年9月末の外貨保有量は

中閣の輸入

144億ドルであったが， 85年の第2四半期末では，

108億5000万九まで低下した。この情況を背景に

深川特区を，外貨獲得基地として成長しているか

否かにつき，再評価する動きが始まった。 1985年

に入って，最高責任者の深.!:Illに対する評価は，厳

しいものになった。たとえば，挑依林は1985年4

月に次のように述べた〈注4)。

「特区経済の発展は，国家の長期にわたる『輸血』

のみに依存して維持するわけにはいかない。現状にか

んがみ，思いきり上しきっぱりと，この注射針を抜

くべきだ」。

6月には，郡小平がアルジエリアの代表団にた

いし，次のように述べた。

「経済特区は一つの実験である。よかったか否かは

やはり，少し時聞を置いてみなければならない。それ

は社会主義にとって新生事物である。成功させるのが

われわれの望むととろではあるが，かりに成功しなく

とも一つの経験であろう」。

このような消櫨的な発言のよってきたるところ

は，深担｜｜が外貨獲得基地として成長していないこ

とにあるように）思われる。第7表は，建設開始以
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第7表深1/ll特区への投資主体構成（%〉

｜附［ 1980 11981 1982 i鵬
各級政府資金！ 72.3] 36.9 1 17.4 I I 
深 Jill市長E金 I16. 7 I 19.9 I 31.4 I 50.4 I 58.1 
国内企業資金｜ I 1 1.1 I 3.0 I 4.3 
外資 111.0I 43.21 so.2 I 30.o I 24.9 

（出所〕 谷書堂主編『深川経済特区調査和経済開発
区研究』天津南関大学出版社 1984{!: :l8ぺー
ン。

後の深川への投資主体の構成を示す。 1979～83年

までのら年聞の深.tJllへの投資はその70はが中聞の

各級政府であり，外資がほぼ30;:i:であることが知

られる。これだけの投資でできた特ぽ内生産物お

よび特区内への流入商品の市場構成は， 70はが特

院を含めた中国同内へ， 3M≫が外国市場へ向けら

れている恨の。この市場構成はほぼ投資構成に相

応している。外貨獲得基地として成立するには，

外国市場へのこの比重を増大させねばならない。

しかし， 198ら年，杏港から断片的に報じられる報

道は，この外販比率は：lOおよりむしろ低ー｜ごする傾

向にあることを示しているように忠われる。

これは司深川特区の輸入の急増によるところが

大きいように思われる。第8表で中間財の供給主

体構成をみる。 1983年には中間財の輸入が台、増し

ていることが読みとれる。深削特区の建設が進
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み，工業化が進めば進むほど，建設資材と中間財

の輸入の急増はさけられない。 1984,85年は，こ

のうえに，新しい事態が発生した。すなわち，耐

久消費財の輸入である。香港の対中輸出が1983,

84壬f.に急増したことはすでに述べた。これは深が｜｜

への輸出増が大きな役割を巣たしていると思われ

る。

「内聯企業」が外貨の流出を促進しているよう

に思われる。 「内聯企業」とは国内企業が深ガ｜｜に

投資したものを呼ぶ。この企業の主たる目的はこ

っ。一つは外国から深tlll特区に導入された諸技術

を内陸に伝播させること。二つ目は国内企業の外

貨獲得のための出先としての役割である。後者の

役割がここでとりあげている問題と関係する。

「内聯企業jは本来の外貨獲得の機能を巣たさ

ず，外貨流出を促進する側面があることを強調し

ておきたい。これは次のようなメカニズムをとお

して実現されるO 深担｜｜特区の企業は国内企業よ

り，輸出によって得られる外貨の企業内留保比率

が高い。したがって，園内企業は従来のルートで

輸出するよりも，深却｜！支店をとおして輸出した方

が，外貨取得額は増大する。すなわち，国全体の

輸出額の変化はないが，企業の外貨取分が多くな

り，国の取り分は減少する。

こうして留保した外貨を使って企業の深担｜｜支店

が外悶の消費財などを輸入し，それを園内に転売

して，利ざやを獲得する。深訓特区の企業が外貨

を用いて輸入する権限は，園内のそれより大きい。

1984年に発生した梅南島の自動車輸入と園内への

転弦事業はこのメカニズムから発生したものであ

る。企業行動としては当然のことをやったまでで

ある。

しかし，国全体の外貨面からみれば， ［内聯企

業」が外貨流出さと促進する機能をもっていること
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になる。

次に，深JJIIが外貨流II＼の一要閣となっているの

は，人びとが国内から深』｜｜へ出て，外間輸入Mlを

購入する傾向が強いことである。周知のように，

深川には公然たる外貨~換券の闇市場が存在して

いる。外貨免換券はもともと，中国国内で，国際

経済と国内経済とを断ち切るために導入さjした。

しかしながら，公然たる闇市場がイn主することに
よっ℃，深川では｜話内経済と国際経済とを遮断で

きなくなった。ことを狙って，外国からの輸入消

却l坊を購入するために，広州市）河辺から人びとが

深.lJIIにや－，，てくる。国内では外貨先換券でしか購

入できない輸入商品の規制が厳しいからである。

この悶内観光容の・深JJIIにおける購興）Jが深till特区

の外国からの輸入を促進するー要悶になってし、る

と思われる。

以上の検討は深が｜｜特区の輸出入統計によっては

けられていな」、。そのような資料が公表され

ていないからである。しかし，現状を瑚論的に分

析すると，一l：記のように，深』｜｜特区は輸出基地よ

りむしろ輸入基地になる可能性を秘めていること

を強調しておきたい。さすれば，将来にわたっ

て，特区ゃ開放都市が輸出築地として成長する可

官13'1".I:は 1()()tなでないことをわれわれに女flらしめる

ものである。

5. 閥際収支

198:3年末までの闘際収支を，中｜到の外部の資ti・

a:基礎に推計し，島6～90,2000年までを予測した
作業として，平野勝洋氏のものが最も優れている

問的。もとより，予測作業は大阻な仮定のうえにし
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か行ないえない。1984,85年は貿易収支面では大変

動があった2年間である。消費財を中心とした大

幅な輸入増， 1985年後半から急散な引締め策が

とられ， 86年は貿易の停滞が発生しよう。 1983年

までの資料にもとづいた平野氏の予測作業は， 86

年においても意味をもちうると考えるので，それ

をここに再録するo ただし，平野氏の推計方法に

ついては繁雑になるので，ここには再鍛しない。

第9表から読みとれ，かつ強調すべき点は，第

1に， 1990年の輸出入合計予想は 834億ドルで，筆

者が本節の！の（3）で推計した 950億九より，小さ

く出てU、る。立た， 1985年9月，中｜諸政府が予想

した975-0意～10,14f怠ドルよりさらに小さU、。およそ，

950億～1000億ドルが妥当な線ではなかろうか。平野

氏の推計で重要なのは，対外貿易は赤字幕調であ

るという点である。石油価格の低落は一層この傾

向を定着させるものと思われる。

第2点は，外債累積額が400余億九に1:t十るこ

とが予想される。その際のデット・サービス・レ

シオは12広前後になり，いまだ借金大闘にはなら

ないであろう。なお，平野氏は2000年における中

国の債務残高はほぼ1000億円ιになると推定してい

る。 2000年に向けて次第に借金大｜説への道を歩む

ことが予揺される。

（計二 1) 小島末夫「対外¥'Ii,iJ」 （イliJII t岳、・小 1:M~［ i't

・fJY11 ;jミ犬Jt朝日［j'r↓l阿絞首？の，r,J七JUI!J.1 '11』 11 tj-1経済協
51 1984イn251ベージα
(tt2〕 r中同対外続的行~；Jq ，郊；， 1984』 北）；（ ,i, 

fi4M外経済fiめはl版社 IV 5ベ /o 

en: 3) 以下，策IV節ハ本丈1f1UJ !1主体的数，，：ur,,u:
,1；わよぴ114’ぷ統；；＼ l,t）制lfrJ'I.Jillぜr,,iwit，』 北）／ , 1, 州統

計H¥J版社 千年年収lこkる。 ilil明日Jベーン泡（はいらいわ

』iiうさなし、。

（注4）『明報』 1985（ドms,}52ベジ。
（注5) ti'.｝｝：役立；縦『深町ii経済特［＇｛， Ui¥l・i'r.拘1経済f}fl:31島

区研究』天津 南聞大学ti!版社 1984｛十 78ページ。
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（注6) 平野勝洋「国際収支と外資利用J （石川・

小島・関u共編 前掲書所収入

計三ιロ 日間

1985年9月の中国共産党全国代表会議で， 86年

から始まる第7次5カ年計画の骨子が公表され

た。それによると， 1990年までの GNPの実賛成

長率を 7主主としている。中国は1985年から資本主

義国の GNPの概念を計画指標に使い始めた。

195::l年から例年までの32年間の｜謁民所得の実質

の年成長率は 6.4店：i:であった。部小平体制に入っ

た1979年から制年までの 6年間のそれは8.3院で

あった（注目。 1979年以後は高度成長の部類に入

る。経済成長が悪かったといわれている文化大革

命中でも，前半の1966年から70年が5.5お，後半

が6~＇；であった。これはかなり高い成長に属す

る。過去の実績を考慮すれば， 1986～90年の第7

次5カ年計闘期の中図式国民所得の実質成長率を

年半7i:',i:前後と想定することは妥当のように思わ

れる。

しかし， 1990年代に入ると，成長率はむしろ鈍

化に向かう可能性が強い。その理由は第m節でみ
たように，経済の陣路部門が拡大し，社会コスト

のk昇が予想されるからである。 1980年代後半の

第7次5カ年計画期間中も，瞳路部門の拡大は急

速に進むであろうが，そのコストを伺人l主的の領

域で解消させる道が脱されている。たとえば，公

害問題をとってみると，現在す

ではかなり深亥I］であるが，河川をどぷ川に放躍し

たり，きたない環境を放置して，悶民にそのコス

トを押しJ.）けておくことはもう聴くの間，可能で

あろう。都市交通は現住すでにいくつかの大都市

で深刻lになっているが，市民に通勤時間企延長さ
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せる形で，暫くの間，進むことができょう。さら

に，住宅問題も，狭陸な住宅を市民に押しつける

ことによって，住宅建設に本来ふり向けねばなら

ない資源を他の生産力増大に向けておくことも，

今暫くの聞は可能であろう。このように上昇して

いる社会コストを個人生活の犠牲のうえに吸収し

てゆき，国民経済全体のなかで社会コストを解消

するような大々的な資源配分を行なわなくてすむ

であろう ο

しかし， 1990年代になると，このような政策を

変更せざるをえなくなるほどの社会コストの上昇

が予想される。このため， 1990年代には相当な資

源を陸路部門の解消のために，割愛せざるをえな

くなると思われる。その結果， 1990年代の経済成

長はおそらく鈍化せ5るをえないのではなかろう

か。この予想、は，中国の現指導者の想定とは逆で

ある。現指導者は， 1990年までに経済改革をやり

とげ，経済の基礎固めを行なったうえで， 90年代

（すなわち，第8次5カ年計画期〕は高度成長になる

と想定している。筆者は， 1990年代はH'完成長は

難かしいと考える。

社会コストのl二昇が国民経済全体の成長鈍化を

もたらすか否かは，党がどのような対外経済政策

をとるかによって，大きく左右~れよう。すなわ

ち，外債をどのくらい獲得できるか，それをどの

程度社会資本投資に姐せるかという要素によって

きまる。外貨受け入れ能力はその巡済能力すなわ

ら輸出能力によって決去る。したがって，今後5

～10年中聞は引き続き強力な輸出ドライブをかけ

てくることが予想される。

一向品目！Jでは農産物，繊維製品，耐久Yl'J'ir.財がrt1心

となろう。石油輸出は多くは望みえたいο 中l舗の

輸出ドライブで影響を受ける地域は，上組の3品

目の輸出閣である。

中閃の経済改革と開放政策（II)

しかし，国際経済のなかで，中国は財の貿易で

大きな影響力はもちえないであろう。むしろ，

1990年代には巨大な借金固として，国際金融市場

で重要な意味をもつものと恩われる。

（法1) 国家統計局編前掲年鑑（1985年版〉 34 
． 
.，...＿山一 〉ノ。

（アジア経済併究所調査研究部〉
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